大阪府都市型水害対策検討委員会設置要綱（案）

（設　置）

第１条　平成１６年５月１５日に、都市部を流れる河川の流域における浸水被害軽減のため「特定都市河川浸水被害対策法」（以下「新法」という）が施行され、寝屋川流域と寝屋川水系河川が特定都市河川流域及び特定都市河川に指定された。新法に基づき流域水害対策計画が策定されたが、下水道管理者が管理する特定都市下水道のポンプ施設の操作に関する事項（以下「ポンプ運転調整ルール」という）については未だ詳細な記述には至っていない。

ついては、ポンプ運転調整ルールに係る検討を実施するに当たり、浸水被害軽減効果を氾濫解析により定量的に把握し、治水施設の整備、防災、法学、情報提供等の幅広い視点から提言を行い、ポンプ運転調整ルール及びポンプ操作規程に関する検討を進めていくため、大阪府都市型水害対策検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
（委員会の委員及び任期）

第２条　委員は、河川・下水道・防災・法学等に優れた見識を有する者のうちから、知事が委嘱する。

2 　委員の任期は1年とする。

（委員長）

第３条　委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。

2　 委員長は、会務を総理する。

3　 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する委員がその職務を代理する。

（会議の運営）

第４条　委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。

2　 委員長は、必要があると認めたときは、委員会に委員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。

（事務局）

第５条　事務局は寝屋川流域協議会の構成団体をもって構成し、事務局の運営は大阪府都市整備部河川室が担当する。

（委任）

第６条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、委員長が別に定める。

附　則

　この要綱は、平成　　年　　月　　日から施行する。

